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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期 

第３四半期 
累計期間 

第86期 
第３四半期 
累計期間 

第85期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成29年４月１日 
至平成29年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 7,142,335 7,622,196 8,890,194 

経常利益 （千円） 132,390 136,277 126,453 

四半期（当期）純利益 （千円） 157,765 198,406 144,312 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 703,310 703,310 703,310 

発行済株式総数 （株） 14,066,208 14,066,208 14,066,208 

純資産額 （千円） 1,255,839 1,356,070 1,203,194 

総資産額 （千円） 5,941,439 6,860,610 4,571,613 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 11.24 14.14 10.28 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － － 

自己資本比率 （％） 21.1 19.8 26.3 

 

回次
第85期

第３四半期
会計期間

第86期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.50 7.60 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、輸出取引を主体とした事業を譲受けたことにより、新たな報告セグメントとして

「輸出用原料・テキスタイル」を新設しております。

 また、主要な関係会社については異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の分析

 当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、株価の上昇や、企業収益の改善、設備投資の増加など、景気は緩

やかな回復基調で推移しました。 

 また、海外では、米国新政権の政策や欧州の政治リスク、中東地域の地政学的リスクなど先行きは不透明な状況

が続いております。 

 このような環境下、当社は前期に繰越損失金を一掃し、早期復配実現に向け、利益の内部留保の蓄積を目標とし

て邁進しております。 

 この結果、当第３四半期累計期間の売上高は76億22百万円（前年同期比6.7％増）、営業利益は１億55百万円（同

0.9％増）、経常利益は１億36百万円（同2.9％増）、四半期純利益は１億98百万円（同25.8％増）となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。
 
①寝装用原料

 当第３四半期累計期間の寝装用原料の売上高は26億36百万円（前年同期比11.4％減）、営業利益は１億24百万

円（同27.3％減）となりました。 

 羽毛原料は価格競争が激化し苦戦しました。

 合繊原料は販売数量は前期並でしたが輸入原料のコストアップにより苦戦しました。 

 羊毛原料は売上は減少しましたが利益率の高い原料に注力することで、利益は増加しました。

②寝装製品 

 当第３四半期累計期間の寝装製品の売上高は９億29百万円（前年同期比13.6％減）、営業利益は46百万円（同

10.3％減）となりました。

 寝装製品は冬物のシーズンに入り羽毛ふとんやムートンの出荷は好調でしたが、輸出案件等新規取組が進まず

撤退商権のカバーが思うように出来ませんでした。その結果、売上、利益とも減少となりました。

③リビング・インテリア用品

 当第３四半期累計期間のリビング・インテリア用品の売上高は11億21百万円（前年同期比9.0％減）、営業利

益は61百万円（同13.2％減）となりました。

 リビング・インテリア用品は苦戦が続いた紙面通販向けの取引は前年比で荷動きが良化したことに加え、テレ

ビやインターネットの通販も好調でした。しかしながら問屋向け輸入取引が苦戦した結果、全体では売上、利益

とも減少となりました。

④生地反物等繊維製品

 当第３四半期累計期間の生地反物等繊維製品の売上高は９億39百万円（前年同期比14.3％減）、営業利益は34

百万円（同17.0％減）となりました。

 ニット素材はミセス向けプリント製品等の店頭での製品販売が落ち込み、苦戦を強いられました。

 大手アパレルへの製品販売は好調に推移し売上、利益とも伸ばすことができました。

⑤生活関連用品

 当第３四半期累計期間の生活関連用品の売上高は５億79百万円（前年同期比23.9％減）、営業利益は15百万円

（同10.8％減）となりました。

 健康食品事業からの撤退に加え、農業資材、輸送用の梱包、保冷資材も苦戦を強いられた結果、売上、利益と

も減少となりました。

⑥輸出用原料・テキスタイル 

 平成29年10月１日の事業譲受により、輸出用原料・テキスタイルセグメントを追加しました。同セグメントの

前年同期比較はありませんが、当第３四半期累計期間の売上高は14億16百万円、営業利益は78百万円となりまし

た。
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(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において、輸出取引を主体とした事業を譲受けたことにより、会社全体では輸出入の
バランスが取れ、為替変動リスクに対する耐性を備えたものに改善されます。
 今後、強固で持続可能な収益基盤を構築すると共に、経営成績及び財政状態を勘案した成果配分として、継
続的かつ安定的に利益配分を行うために、内部留保の充実を図る必要があります。

 
(3）研究開発活動
 該当事項はありません。

 
(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し
 事業の譲受けにより、内部体制の整備、新たな海外販売戦略の構築、輸出入取引の充実、既存事業とのコラボレ
ーションを図ります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,066,208 14,066,208
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 14,066,208 14,066,208 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 14,066,208 － 703,310 － －

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    34,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,981,000 13,981 －

単元未満株式 普通株式    51,208 － －

発行済株式総数 14,066,208 － －

総株主の議決権 － 13,981 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

カネヨウ株式会社

大阪市中央区久太郎町４

丁目１番３号
34,000 － 34,000 0.24

計 － 34,000 － 34,000 0.24

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）の四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいもの

として、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準 0.2％ 

売上高基準 1.0％ 

利益基準 3.3％ 

利益剰余金基準 2.4％ 

※ 会社間項目の消去後の数値により算出しております。

 なお、利益基準を適用するにあたり、事業年度ごとに損益の額が著しく変動しているため、最近５年間の平均を

用いております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 739,694 838,226 

受取手形及び売掛金 2,273,243 ※３ 2,980,403 

商品 642,257 1,758,581 

その他 27,420 337,818 

貸倒引当金 △15,193 △7,814 

流動資産合計 3,667,421 5,907,216 

固定資産    

有形固定資産 599,981 586,834 

無形固定資産 5,893 180,526 

投資その他の資産 ※２ 298,317 ※２ 186,033 

固定資産合計 904,192 953,393 

資産合計 4,571,613 6,860,610 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,897,268 ※３ 2,661,346 

短期借入金 1,008,700 2,014,000 

未払法人税等 28,895 25,316 

賞与引当金 18,400 9,400 

その他 166,835 427,344 

流動負債合計 3,120,099 5,137,407 

固定負債    

長期借入金 - 136,000 

その他 248,319 231,133 

固定負債合計 248,319 367,133 

負債合計 3,368,419 5,504,540 

純資産の部    

株主資本    

資本金 703,310 703,310 

利益剰余金 97,268 295,675 

自己株式 △2,634 △2,903 

株主資本合計 797,944 996,082 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 84,994 27,111 

繰延ヘッジ損益 △1,489 11,131 

土地再評価差額金 321,743 321,743 

評価・換算差額等合計 405,249 359,987 

純資産合計 1,203,194 1,356,070 

負債純資産合計 4,571,613 6,860,610 
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 7,142,335 7,622,196 

売上原価 6,626,312 7,030,461 

売上総利益 516,023 591,735 

販売費及び一般管理費 362,057 436,417 

営業利益 153,965 155,317 

営業外収益    

受取利息 858 979 

受取配当金 7,552 4,524 

受取賃貸料 10,350 10,350 

為替差益 － 11,176 

その他 1 201 

営業外収益合計 18,763 27,232 

営業外費用    

支払利息 31,013 30,814 

賃貸収入原価 9,011 8,996 

その他 313 6,462 

営業外費用合計 40,338 46,272 

経常利益 132,390 136,277 

特別利益    

関係会社株式売却益 47,875 95,313 

特別利益合計 47,875 95,313 

特別損失    

関係会社株式評価損 － 3,083 

特別損失合計 － 3,083 

税引前四半期純利益 180,265 228,506 

法人税、住民税及び事業税 22,500 30,100 

法人税等調整額 － － 

法人税等合計 22,500 30,100 

四半期純利益 157,765 198,406 
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 該当事項はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

１．受取手形割引高

 
前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当第３四半期会計期間 
（平成29年12月31日） 

受取手形割引高 5,142千円 377,305千円 

 なお、受取手形割引高に含まれる輸出貿易信用状取引における銀行間決済未済の銀行手形買取残高は、前

事業年度5,142千円、当第３四半期会計期間377,305千円であります。

 

※２．資産の額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前事業年度 

（平成29年３月31日） 
当第３四半期会計期間 
（平成29年12月31日） 

投資その他の資産 1,142千円 430千円 

 

※３．四半期会計期間末日満期手形

 四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が第３四

半期会計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 53,546千円

支払手形 －千円 110,700千円

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
 
 

前第３四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

     

減価償却費
 

 15,406 千円
 

 
14,877千円

 
のれんの償却額

 
－ 千円

 

 
9,220千円
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他
（注） 

合計 
  寝装用原料 寝装製品 

リビング・
インテリア

用品 

生地反物
等繊維製

品 

生活関連用
品 

計 

売上高                

外部顧客へ

の売上高 
2,974,162 1,076,429 1,232,544 1,096,381 761,458 7,140,977 1,358 7,142,335 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

68,821 12,278 5,565 24 256 86,946 15 86,961 

計 3,042,984 1,088,708 1,238,109 1,096,405 761,715 7,227,923 1,373 7,229,296 

セグメント利

益 
170,688 52,190 71,105 41,441 17,405 352,831 634 353,466 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットショッ

プ事業等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 352,831  

「その他」の区分の利益 634  

全社費用（注） △199,500  

四半期損益計算書の営業利益 153,965  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

            （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
  寝装用原料 寝装製品 

リビング・
インテリア

用品 

生地反物
等繊維製

品 

生活関連用
品 

輸出用原
料・テキス
タイル 

売上高              

外部顧客へ

の売上高 
2,636,137 929,510 1,121,535 939,344 579,570 1,416,097 7,622,196 

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高 

111,266 3,176 6,168 30 － 63,823 184,464 

計 2,747,403 932,686 1,127,703 939,374 579,570 1,479,921 7,806,660 

セグメント利

益 
124,089 46,821 61,687 34,380 15,533 78,371 360,884 

 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額  

報告セグメント計 360,884  

全社費用（注） △205,566  

四半期損益計算書の営業利益 155,317  

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。 

 

（のれんの金額の重要な変動） 

 「輸出用原料・テキスタイル」において、フォワード・アパレル・トレーディング株式会社からの事業

譲受けによりのれんが発生しております。当該事象によるのれんの発生額は184,407千円、当第３四半期

会計期間末におけるのれんの残高は175,186千円であります。 

 

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。 

 

４.報告セグメントの変更等に関する事項

 当第３四半期累計期間より、平成29年10月に譲受けた事業の開始に伴い、報告セグメントに「輸出用原

料・テキスタイル」を追加しております。
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（企業結合等関係）

取得による企業結合

１.企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称  フォワード・アパレル・トレーディング株式会社

 事業の内容     繊維原料（紡績糸他）・生機・織物等の輸出入 

 

（２）企業結合を行った主な理由

 当社は、寝装・インテリア・アパレル等の関連商品を国内市場向けに販売しておりますが、事業領域を拡大し、

収益力を強化すべく、中期３ヶ年計画で輸出取引の立ち上げを注力分野の一つとして掲げております。 

 今回、譲受けた対象事業は、輸出取引を主体とした事業であり、安定的な商権に裏打ちされた収益に加え、将来

的には当社が行う事業とのシナジー効果も期待できる事、また、輸出入のバランスによる為替変動リスクの軽減も

可能と判断し、事業の譲受けを行うことといたしました。 

 

（３）企業結合日

 平成29年10月１日 

 

（４）企業結合の法的形式

 事業の譲受

 

２.四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間 

  平成29年10月１日から平成29年12月31日まで 

 

３.取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価  現金   1,175,723千円

取得原価        1,175,723千円

 

４.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

（１）発生したのれんの金額 

 184,407千円 

（２）発生原因 

 今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

（３）償却方法及び償却期間 

 ５年間にわたる均等償却 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11円24銭 14円14銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 157,765 198,406

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 157,765 198,406

普通株式の期中平均株式数（株） 14,031,631 14,031,024

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

- 13 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日 

カネヨウ株式会社 

取締役会  御中 
 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 梅原    隆   印 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 上田  美穂  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているカネヨウ株式

会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第８６期事業年度の第３四半期会計期間（平成２９年１０月

１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間（平成２９年４月１日から平成２９年１２月３１日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。 

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、カネヨウ株式会社の平成２９年１２月３１日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成30年２月14日

【会社名】 カネヨウ株式会社

【英訳名】 KANEYO Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  川島 正博 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市中央区久太郎町４丁目１番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役川島正博は、当社の第86期第３四半期（自平成29年10月１日 至平成29年12月31日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


